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1 はじめに
クロアチアは2013年7月にEUに加盟し、 西バルカンではEUに加盟する最初
の国となった。 この国は2003年に加盟候補国となり、2005年10月にEUとの加
盟交渉が始めた。ようゃく2011年6月に交渉が終結し、同年12月に加盟条約が
調印された。 長い道のりを経てEu加盟が実現されたので、 これは慶賀すべき
出来事であるが、 この国は解決すべき重要な課題に直面している。
1990年代初め、 他のポスト社会主義諸国と同様にクロアチアは、 ワシント
ン ・コンセンサスに基づくIMFの処方箋に従い、自由化、安定化、民営化を
実施した。2000年以降、 クロアチアは見たところ着実に発展していたが、 そ
れは西バルカンの他の国々と同様、消費主導の経済発展であった。 これらの
国々はいずれも慢性的な経常収支赤字をかかえ、 大きな対外債務を負つてお
り、外的環境の変化に対して極めて脆弱であった。 とくにクロアチアは2008
年のグロー バル金融危機によって大きな打撃を受けた。 2009年には、 GDP成
長率は 一 6.9%へと落ち込み、 2010年にもマイナス成長を記録した。 2011年は
ゼロ成長であった。 その後も低迷が続き、 2012年にはGDP成長も一 1.8%へと
落ち込み、2013年も一0.5%であり、 ようゃく2014年になってプラス成長に転
じると予想されている'。 クロアチアは中束欧では最も深刻な影響を受けた国
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の部類に入る。 すでにこのショツク以前に、 この国の経済発展モデルはほぼ
持続不能になっており、 その転換は不可避であった。経済危機に対応して、
政府は2010年4月に経済回復プログラムを発表した。
本稿2は、 経常収支に焦点をあてながら、 この国の経済発展モデルが持続不
能であることを論じ、 この国が果たさなければならない今後の課題を考察す
る。本稿は以下のように構成される。第1に、国際収支の特徴を分析し、国際
競争力の低下の原因を検討する。 それから、 造船業を例にとり、 輸出主導の
経済発展の必要性およびEu加盟による制約を考察したうえで、 経済回復プロ
グラムの有効性を検討する。 最後に結論を述べる。
2 慢性的な経常収支赤字
この国の経常収支赤字がどの程度のものであるかを見るために、 2005̃
2010年の国際収支表(表1)を検討してみよう。それを見ると、次のような点
に気づく。第1に、財貿易においては輸出/輸入比率がだいたい50%で、たえ
ず赤字を記録した。 貿易赤字はGDPの20%以上 (2007年に21.2%、 008年には
22.7%)に達した。経常収支の内訳を見ると、財貿易の巨額の赤字はサービス
貿易の黒字によってかなり力バーされている。サー ビス貿易は主として運輸
と旅行(観光)からなるが、観光が圧倒的な割合を占めている。多くの外国
人観光客が温暖で風光明美なアドリア海沿岸を訪問するので、 この国は相当
の外貨を稼いでいる。 このほかに、 経常移転からの若干の収入によってもカ
バー されてきた。それでも、 この国は毎年かなりの額の経常収支赤字を記録
し、 それは2008年にはGDPの9.2%に達した。 貿易収支の赤字と経常収支の赤
字はグロー バル金融危機の影響の下でかなり縮小したとはいえ、 それらの改
善は一時的なものにすぎなぃように思われる。第2に、金融勘定の額はかなり
大きく、そのうち直接投資のかなり大きな額が毎年記録されてきた。前述の
ように、2007年には純FDI(外国直接投資)流入はGDPの8.1%に達し、その
年の経常収支赤字を優に上回つた。 ところが、 グローバル金融危機のせいで、
2010年には純FDI流入は劇的に減り、 2007年に記録したレベルのわずか17%に
すぎなかった (GDPのわずかl.3%)。
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表 l  クロアチアの国際収支 2005-20l0年 (l00万ユーロ)
A 経常収支
(対GDP比)
財の貿易収支
(対GDP比)
輸出
輸入
サ ー ビス
連輸
旅行
その他のサービス
所得
経常移転
B 資 本 ・金融勘定
B 1資本勘定
2005 2006 2007 2008 2009 20l0
-1,975
(-5.5%)
7,518
(-21.0%)
7,220
-14,738
4,359
376
-2,726
(-6.9)
-8,344
(-21.3%)
8,464
一16,808
4,511
474
-3,236
(-7.6%)
9,434
(-22.0%)
9,193
-18,626
5,154
542
4,336
(-9.2%)
一10,794
(-22.8%)
9,814
-20,608
5,387
509
-2,506
(-5.2%)
7,387
(-16.2%)
7,691
-15,089
4,002
255
-654
(-1.4%)
5,945
(-12.9%)
9,100
-15,045
3,881
302
5,394 5,709 6,035 6,694 5,649 5,635
-453-1,219
1,184
-480
一3,702
1.107
-310
1,606
1,043
-245
-2,135
1,036
-237
-2,251
1,035
-171
-2,324
1,089
3009 3,699 4,141 5,956 3,299 1,309
54 -135 29 15 43 36
B 2金融勘定
直接投資
(対GDP比)
ポー トフォリオ投資
金融デリヴァティヴ
その他の投資
3,777 5,246 4,834 5,611 4,152 1,357
1276 2,562 3,468 3,246 1,207 593
(十3.6%) (十6.6%) (十8.1%) (十6.9%) (十2.6%) (十1.3%)
一1,188 -530 6 -627 183 241
-88 0 0 0 0 -253
3,777 3,214 1,360 2,992 2,762 776
一822 -1,412 -722 330 -896 -84
-1,003 -973 -904 -1,620 -793 -655
7,438 8,725 9,307 9,121 10,376 10,660
B3準備資産(中央銀行)
C 純誤差脱漏
中央銀行の外貨準備
出所 CNBBulletin,No.169,pp.48-55.
第3に、 ガリネッツによると、  1997年以前、 ポー トフォリオ投資3はとるに
足りなかった。クロアチアがソヴリン格付けを得た1997年以来、政府は、国
債発行を通じて金融市場での借入れを行つている。ポートフォリオ投資で記
録された取引の大半は政府借り入れと関係がある (Galinec,2005,p.13)。
ポー トフォリオ投資はFDIと比べると、その絶対額は小さかった。金融デリ
ヴァティヴはとるに足りなかった。第4に、 「その他の投資」の額はかなり大
きかった。 「その他の投資」の債務の側の内訳を見ると、銀行とその他のセ
ク夕一 (大部分は企業) による引き出しがきゎめて大きかったことがわかる
(CNBB u11etin,No.146,p.80)。第5に、外貨準備の額は、財輸入の5ヵ月なぃ
し8ヵ月分をカバ しー、十分なレベルにある。第6に、誤差脱漏の額は不自然
なほど大きかった。2008年には、 その額は16億ユー ロで、 それはGDPの3.4%
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に相当した。 この現象には観光業が関与してきたと論じる研究もある4。
ガリネッツによると、  1993年と94年に経常収支がささやかな黒字を記録し
たが、1996年以来、経常収支は一貫して赤字を続けている(Galinec,2005,p.
1)。それに伴い、クロアチアの対外債務は增え続け、その対GDP比は2003年
末に85%に達した。世界銀行は、クロアチアを「中程度の債務を負う中所得
国」から 「重債務中所得国」へと格付けを引き下げた5。対外債務の対GDP比
は2009年にはほぼ100%(98.5%)に達した。
3 クロアチア経済の特徴
経常収支の構造的赤字の原因を1990年代初めにさかのぼって考察する。 ま
ず供給サイドに着目して、 この国の市場経済移行のプロセスを辿つてみよう。
3 -l 市場経済移行
1990年代初めの体制転換の後、 他のポスト社会主義諸国と同様、 クロアチ
アは、経済再建のためI M Fによる支援に頼らざるを得なかった。ワシント
ン ・コンセンサスに基づくIMFの処方箋に従つて、クロアチアは自由化、安
定化、 民営化を実施した。 社会有企業の民営化にっいて言えば、 そのプロセ
スは不透明であった。民営化は経済の近代化も競争力強化ももたらさなかっ
た6。 とぃうのは、 民営化プログラムがきゎめて政治的であったからである。
大規模で儲かっている企業は、 1990年代の政権与党HDz (クロアチア民主同
盟)の党員かまたは支持者の手中に入つた。経営者もしくは企業家としての
能力よりもHDzとのコネが重要であった。 彼らは長期的な投資や企業の戦略
的なリストラクチャリングよりも利益の獲得と資産の剥ぎ取りに関心をもっ
た。吸い上げた現金は、彼らとHDzによって分けられた。
この国は旧ユー ゴにおける市場を失い、 そして、 独立時の戦争で破壊され
た。製造業の打撃がとくにひどく、その生産能力の約3分の1が損なわれた。
1993年におけるGDPは1990年レベルを40%近く下回つた。 工業生産は90年の
レベルと比較して42.5%も低下した。 こうした条件の下ではインフレは不可避
であった。物価は跳ね上がり、インフレ率は1993年には1,500%を越えた。こ
の年の10月に経済安定化プログラムが発表された。 それは2つの局面で構成さ
れた。第1局面では、インフレを速やかに鎮静化することであり、第2局面で
は、長期の経済安定を保証する構造改革を導入すること目指した。後者の主
要な点は、財政改革、民営化の加速、赤字の公的セク夕一の企業のリストラ
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クチャリング、  銀行システムのリストラクチャリング、 および金融システム
の発展であった(Jovancevic,1999,pp.240- 241)。ハイパーインフレを抑える
ために、つぎのような措置がとられた。 (a)国内通貨の切り下げ、次いで、
ハー ド・カレンシー (ドイッ・マルク、後にュー ロ) との固定、 ( b ) マ
ネ ー ・サプライの縮小、 (c)物価と賃金のインデクセー ションの停止、
(d)公共消費の削減、 (e)中央銀行の独立性の向上(0badic,2010)。1994
年5月、 旧ユー ゴ時代以来使われてきたディナー ルに代わって、新しぃ通貨
クーナが導入された。インフレは急速におさまり、以来、インフレ率は2008
年を除いて、 ずっと5%未満であった。 中央銀行の外貨準備も増加した。 安定
化プログラムの第1局面は成功裏に完了した。しかし、第2局面はうまくぃか
なかった。 独立をめぐる民族紛争に巻き込まれながら、 市場経済移行を実施
せざるを得なかったという事情があるにせよ、 国営企業の民営化に大いに問
題があったからである。 民営化による企業売却収入の大半は、 政権与党にっ
ながる夕イクー ン資本家(Tycoon capitalist:意味は「政商」に近い)、戦費の
ファイナンス、復興に回り、企業のリストラには十分回らなかった。
1995年11月のデイトン合意後、復興ブームが起きたが、これは輸入急增を
もたらし、 経常収支赤字は1996年におけるGDPの4.3%から1997年には12.2%
という持続不能なレベルへと跳ね上がった。政府は金融・財政の引き締めを
行わざるを得なかったが、 そのため1999年にはGDP成長率はマイナス0.9%を
記録した。この年を除くと、GDPに関する限り、クロアチア経済は2008年の
グロー バル金融危機まで比較的高い成長率(4%̃5.5%)で成長を続けた。失
業率 (LFS) も2002年における約15%から2008年には8.4%へと低下した。 だ
が、 その経済成長の中身が間題である。 GDPは2005年には1989年のレベルに
回復し、2008年には115%を超えた(1989年レベル=100)。
その間、産業構造はかなり変化した。就業構造の変化を通じて間接的にこ
れを確認することができる (表2)。 農業と製造業の産出高は1989年に記録し
たレベルの4分の3(それぞれ76.7%と75.4%)を回復したに過ぎなかった。対
照的に、他の活動、とくにサービスは著しく増加した。こうして「脱農業
化」と「脱工業化」が同時に進んだ(JurcicandVojnic,2009,p.770)。1990年
代から最近に至る経済発展において特徴的なのは、 供給能力の相対的な低下
である。
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表2就業構造の変化(%)
1998年 2006年
農 ・ 林 ・漁業
工業全体
建設
卸売 ・小売商業、ホテル、等
運 輸 ・通信
その他の経済活動
合計
10.8 5.4
24.6 22.3
7.0 8.9
20.0 23.0
7.1 6.7
30.6 33.7
100.0 100.0
出所: wiiw(2007),p.126.
3 -2 財政赤字
一般政府(中央政府、地方政府、社会保障等の合計)は199o年代一貫して
赤字であった。 その概略は次のとおりである。 一般政府予算の相対的な規模
は1990年代に拡大した。世銀(2001)によると、公共セク夕一の賃金支出は
GDPの12.4%で過度であった。 移行諸国の平均は当時GDPの約6%であった。
支出の膨張と赤字は主に特別会計の基金、 とくに年金基金と医療基金に集中
した。 これら2つの基金は合わせると、 GDPの占める割合が1994̃ 1999年に
8.8%も高まったが、 そのうち6.3%が年金基金、2.5%が医療基金によるもので
あった。医療支出の拡大は、 中央政府財政から医療基金へのトランスフ ァー
を必要とした。 年金給付は1990年におけるGDPの10%から2001年にはほぼ
1 4%へと膨らんだ。 年金掛け金からの収入は、 2000年には年金への経常支出
の60%をかろうじてカバしーた。 そのギャップは中央政府財政から年金基金
へのトランスフ ァーによってカバー されたが、 その規模はGDPのおおよそ6%
に達した。 年金給付の膨張の主たる原因は、 早期退職制度のための社会的
クッションとして年金を用いたこと、そして、1991̃95年の戦争による身障
者と遺族というヵテゴリーを新設したことであった。 国防支出は1995年には
G DPの9.4%に達した。戦争の終了、合理化および管理の改善により、国防支
出は徐々に減少し、 2000年にはGDPの2.9%へと低下した。
3-3 消費の拡大
1990年代前半、 国民の消費生活はどん底状態にあったが、 その後国民の消
費は拡大した。ガリネッツによると、次の要因が作用している。
(1)実質純賃金の大幅な增加。1993年10月に安定化プログラムがス夕一 トし
て、 物価と為替レー トが安定し、 ビジネス活動の安定した基礎が作り出され
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た。 1993年から2004年にかけて実質純賃金は約4倍に增加し、 市民の購買力の
向上をもたらした。ただし、実質純賃金の上昇は生産性の上昇をはるかに上
回つた。
(2)対外借り入れの有利な条件。1996年にはパリ・クラブと1997年にはロン
ドン・クラブとの対外債務のリスケジュー リングに合意し、クロアチアは長
期ソヴリンの格付け(B B B-)を得た。これにより有利な条件で国際金融市場
へアクセスすることが可能になった。その結果、クロアチアの銀行の融資
(とくに短期融資)金利が低下し始めた。
(3) 関税率の引き下げ。 とくに輸入に適用される関税率の引き下げは商品輸
入の大幅增加をもたらした (Galinec,2005,p. )。
表3 投資・貯蓄バランス
2000̃05
2000 2001 2002 2003 2004 2005 年 ,lまl、化の1変
粗国内貯蓄
粗国内投資
貯蓄不足
19.2 18.1 14.0 22.4 24.5 23.3 4.1
21.8 21.8 22.3 29.6 29.8 29.9 8.1
-2.6 -3.1 -8.3 -7.2 -5.3 -6.6 -4.0
出所 Kathuria(ed.)(2008),p. 17and p.20.
この間、 家計セク夕一や企業セク夕一は豊かになったが、 消費の急拡大の
ため、貯蓄率の上昇は緩慢であった。投資は急速に增加した。西バルカンと
EU統合に関する世銀の報告書 (Kathuria,ed.,2008) は2000年から2005年にか
けての西バルカン諸国の投資・貯蓄バランスを示している(表3)。それによ
ると、 この5年間に、 国内貯蓄も国内投資も共に高まったが、常に国内投資が
国内貯蓄を上回つており、貯蓄不足は拡大した。恒常的な財政赤字および貯
蓄を上回る投資により、経常収支赤字がクロアチア経済に構造的にビルト・
インされているのである。
3- 4 外資系銀行の積極的な融資
国民の消費拡大を刺激したのが、 外資系銀行の積極的な融資であった。 中
束欧の他の国々と同様、 クロアチアにおける外資系銀行のプレゼンスは顕著
である。 1990年代末から2003年にかけて、 クロアチアの銀行は次々に外国の
銀行に買収された。 クロアチアで営業する外資系銀行はいまやこの国の銀行
セク夕一の資産総額の90%を占めている。 ク ーナでの融資と並んで、外貨連
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動のクーナ融資は、 金利も低く、 普及している。 同時に、 外貨預金も広くゅ
きゎたっている。だから、人々はクロアチア経済を「ユー ロ化」した経済だ
と見なしている。 資金の流れの一部はFDIの形であったが、 外国借入れは、
外資系銀行の仲介で急速に増加した。 2003年には、 家計に供与された融資の
総額は企業に供与された融資の総額を超えるに至つた (Galinec,2005,pp.4 -
5)。外国資金の多くは消費や非貿易財セク夕一 (建設、不動産、および卸
売 ・小売商業)に向かい、輸入の拡大を煽つた(IMF,2009,p.6)。
3 - 5 為替レート・レジーム
この国の為替レー ト・レジームは、公式には管理フロー トと言われるが、
実質はュー ロ・ぺッグに近い。実質的な為替レート固定化により借入れリス
クは軽減された。しかも、ユルチッチとヴォイニツチ(Jurcic and Vojnic,
2009)が指摘するように、為替レー トは高すぎた7。 ク ナー高は当然輸入を刺
激し、 輸出を抑制する方向に作用する。 西バルカンの経済を研究するウヴァ
リッチは、 「2008年末以降束欧諸国を非常にひどく打撃を与えたグローバル
金融・経済危機は、 はたして急速な貿易統合と急速な金融自由化が実行可能
な政策選択であったのかと疑問を投げかけた」 (p.10) と述べている。 筆者
も彼女のこの指摘に全面的に同意する。以上見てきたように、 クロアチア経
済は消費主導の経済発展を達成した。 だが、 その経済発展モデルはほとんど
持続可能ではなぃ。
4 貿易構造および国際競争力の低下
この国が何を輸出し、 何を輸入しているのかを見てみよう。 2005年には、
食料 ・飼料、農業原料、および鉱石・金属が輸出総額のそれぞれ10.5%、
3.4%、3.8%を占めている。輸出総額に占める燃料の割合はかなり高く、 1996
年における9.2%から2005年には13.9 %へと高まった。 すべての製造業製品は
輸出総額の約70%を占めている (1996年には72.4%、 2005年には68.2%)
(Kathuria,2008,p.40)。
次に、製造業の貿易に焦点をあててみよう。ザグレブ経済研究所のブトゥ
ラッツ(Buturac,2009)は、19932̃007年における製造業輸出入の構造(表
4) を分析している。
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表4 製造業の輸出入の構造 l993-2007年
輸出構造(%) 輸入構造(%)
2007
2007.-1993.
2007 2007.-
1993.
D 製造業
1 5食料品・飲料の製造
16 夕バコ製品の製造
17織物の製造
18衣類の製造
19皮革のなめし・仕上げ;カバンの製造
2 0 木 材・木製品の製造
21パルプ、紙および紙製品の製造
22出版・印刷および記録メディアの複製
23石炭・精製石油製品の製造
24 化学物質と化学製品の製造
25 ゴム・プラスチック製品の製造
26 その他の非金属鉱物製品の製造
27基礎金属の製造
28組立金属製品の製造
29機械・設備の製造
30事務機器・コンピュー ターの製造
3 1電気機械・設備の製造.
32 ラジオ・通信手段の製造
33医療機器 ・精密機器 ・光学機器の製造
34 自動車 ・ トレー ラ ー ・半トレー ラーの製造
35その他の輸送機器の製造
36家具製造
100.0
8.1
0.9
2.7
3.5
2.9
4.3
1.9
0.6
10.7
9.7
1.6
4.0
5.5
4.5
8.3
1.1
5.8
3.4
1.2
2.2
12.6
4.6
100.0
7.1
0.1
3.0
2.6
1.9
1.7
2.7
0.6
3.8
11.9
4.1
2.7
8.6
5.0
11.8
2.8
3.6
4.8
2.2
10.8
4.6
3.7
-1.3
0.2
0 7
-13.7
4 07
0.4
0.8
3 31
0.9
2.6
2.3
4.8
1.0
1.8
1.8
0.5
1.0
8.9-0.g
-1.9
0.1
56
-10.1
0.6
4
0.4
3.0
2 3
1.0
0.6
2.9
1.7
1.0
0 46
2.6
3.6
2.1
0.7
出所 Buturac(2009),p.442.
彼によると、 2007年には、 他の輸送機器の製造 (大部分、 造船) が製造業
の輸出総額におぃて最大の割合(12.6%)を占め、石炭・精製石油製品
( 1 0 . 7 % )、化学製品(9. 7 % )、機械・設 備 ( 8 . 3 % ) お よ び 食 品・飲料
(8.1%)が続いた。
同じ年、輸入総額において最大の割合を占めたのは製造業の3つのセク夕一、
すなわち化学製品(11.9%)、機械・設備( 1 1 .8 % )、自動車・トレー ラ ー
(10.8%) であった。 これらのセクターは製造業輸入総額の3分の1を占めてい
る。1993年から2007年にかけての輸出構造の変化を見ると、最大の変化を記
録したのは、 衣服製造であった。 製造業輸出の総額に占めるこの活動の割合
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は、 1993年における17.3%から2007年には3.5%へと13.7%も低下した。 次いで、
化学製品の製造はその割合を3.3%も低下させた。 反対に、 その割合を大いに
高めたのは、その他の輸送機器(船舶の建造)で、輸出総額に占めるその割
合を3.7%から12.6%へと8.9%も增やした。 次いで機械・設備の製造がその割
合を4.8%高めた。輸入では、皮なめし・仕上げ ・カバン製造が10.1%もその
割合を減らした(Buturac,2009,pp.441- 443)。
ヴ ィ ド ヴ ィ チ と グ リ ゴーロフ(Vidovic and Gligorov,2004)によると、クロ
アチアの製造業のEUへの輸出は1995年から2002年にかけてほんのわずか増加
しただけであり、EU市場(EU域内貿易を除く)でのクロアチアのマー ケッ
ト・シェアは0.42%から0.29%へとかなり低下した。このことは、クロアチア
の製造業の国際競争力が低下したことを意味する。 なぜそれが徐々に低下し
たのであろうか。前述のように、クーナ高を固定した為替レー ト ・レジーム
のほかに、次のような要因が考えられる。
第1に、供給サイドの要因が挙げられる。前述のように、脱工業化のプロセ
スがあった。 製造業への投資が不十分であったので、 その技術は他の国々、
とくに東アジアの国々から立ち後れてしまった。これとの関連で、FDI流入
の不適切な構成が指摘されるべきである。 どの分野に外国人投資家が投資し
たかを見るために、FDIストックの分野別の内訳を見てみよう。金融仲介が
第1位(5 3.2%)  を占め、次いで、製造業(2 3.0 % )、運輸・倉 庫 ・ 通 信
(10.9%)、卸売り・小売商業 ・自動車修理、等(5.3%)、ホテル・レストラ
ン(2.7%)、不動産・賃貸 ・ビジネス支援活動(1.8%)であった(Hunya,
2009,p.44)。ヴ ィ ド ヴ ィ チ と グ リ ゴーロフによると、他の移行諸国とは対照
的に、 FDIは民営化と結びっいていた (全体の3分の2)。 政府とビジネス界が
切望したグリー ンフイー ルド投資は取るに足らなかった(FDIストック総額
のわずか16%)。
デ一夕は少し古い (2003年時点) が、 FDIを惹きっけた製造業部門の中で、
輸出志向の部門は製薬(Pliva)、その他の非金属製品(すなわち、セメント工
業)、食品と飲料(コカ・コーラ)、ゴム・プラスチックおよび電器・工学機
器 ( シー メンス)であった。残りの部門は国内市場志向であった。外資系企
業はクロアチアの輸出総額のわずか16%しか占めていない。 この状況は、外
資系企業が輸出の推進力となった中欧の3ヵ国とはきゎめて異なる。輸出総額
に占める外資系企業の割合は、ハンガリー、チェコ、ポー ランドではそれぞ
れ89%、60%、60%であった(Vidovic andGl gorov,2004,p.15)。製造業への
FDI流入が期待されたよりも小さかったことの理由は、 1990年代全体を通じ
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て西バルカンが政治的に不安定であったこと、 そして、 クロアチアにおける
労働コストがすでに高かったことにある。このようにして、クロアチアでは、
FDI流入は競争力の改善と輸出の增加を伴わなかった。
第2に、進行中のグロー バ リ ゼー ションのため、束アジア諸国製、とくに中
国製の製品がますますョー ロッパ市場に流入している。 クロアチアにおける
労働コストは西バルカン諸国の中で最も高いだけでなく、ブルガリア、ハン
ガ リー 、 ポー ランドのような若干の新規EU加盟国よりも高い。
製造業は大いに労働集約的産業に偏つている。 クロアチアにおける織物産
業と衣服産業は、 低賃金を武器に成長する中国やその他のアジア諸国の産業
によって追い上げられており、 クロアチアの産業はョー ロッパ市場で苦戦を
強いられている。クロアチアは「中所得国の良」 (Kathuria,2008)に陥つて
いる。
5 輸出主導の経済発展の必要性
も しクロアチアが観光業に強く依存し続けるならば、 いつの日かこの国は
第二のギリシャになるとぃう危険性に直面するかもしれなぃ。この国は、経
済発展モデルを輸出主導の経済発展モデルに転換するよう迫られている。 そ
れゆえ、製造業を発展させることは非常に重要である。
5- 1 造船業の事例
造船業を取り上げる理由は、 造船業が製造業の発展を牽引してきた最も重
要な産業ではあるが、 Eu加盟に伴い、 大きな制約を受けているからである。
この産業は、 オース ト リ ア =ハンガリ一帝国による支配の時代以来の長い伝統
をもっ。 旧ユー ゴ時代、 クロアチアは旧ユー ゴ造船業全体の生産能力の80̃
90%を持つていた。 現在、 クロアチアには6つの大規模造船所、 14の中小規模
の造船所、そして、352の小規模造船所がある(Kersan-Skabic,2009,p.385)。
世界の新造船引き渡しに関しては、 1989年に旧ユーゴは50万3000GT (グロ
ス ・トン)を記録し、世界第4位で、そのシェアは3.5%であった(日本が第1
位で、韓国と西独が続いた)。だが、1990年以後、コメコン諸国のような重要
な市場を失つたので、クロアチアの造船業は停滞した。くゎえて、旧ユー ゴ
連邦の解体から来る戦争のせいで、 経済が停滞したので、 造船業は困難に
陥つた。 体制転換と独立の後、 造船所は社会有企業から国営の株式会社に転
換された。 それらの株式の一部が民間人 (各造船所の経営者と従業員を含
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む) に売却されたけれども、 国家は依然として多数株所有者である。 この国
の造船業は徐々に回復し、 2004年には世界シェア1.9%で、 76万5000GTの新造
船引き渡しを記録するに至つた。 クロアチアの造船業は、 夕ンカーを含む中
程度の複雑さをもっ船舶を主に生産してきた。 この分野では、 極東の造船所
は強力な競争相手である。
1964年から2009年にかけての世界の新造船引き渡しの歴史を見ると、 極束
の国々が大躍進を遂げたことがわかる。 新造船引き渡しの世界合計は1964年
における972.4万GTから2009年には7707.3万GTへとほぼ8倍も増加した。 同じ
期間、 極束による新造船引き渡しは376.4万GTから7026.6万GTへと17倍以上
も增加したのに、 ヨーロッパ(西欧および束欧) による引き渡しは535.3GTか
ら436.2GTへと18.5%も減少した。 日本が最初に躍進し、 1981年以降韓国が躍
進し、2006年に日本を追い越した。近年、 中国は新造船引き渡しを著しく增
やし、2009年に日本を追い越した。韓国は依然としてこの分野ではトップで
ある。極東はいまやこの市場の90%以上を占めている。このように、ヨー
ロッパは全体として、極東の造船国からの圧力の下で、世界の新造船引き渡
しにおいて苦戦を強いられている。 2008年にクロアチアは61.7万GTを記録し、
ヨーロッパでは第4位(ドイッが第1位で、次いでイ夕リア、ポーランド)に
なったが、 世界でのシェアは0.9%にすぎなかった。2009年、 クロアチアは、
新造船引き渡L;が41.2万GTで、 その順位を1つ下げ、 ヨーロッパ第5位となり、
この分野では短い歴史しか持たないのに近年低い労働コストを武器に躍進し
つつあるルー マニアにさえ追い抜かれた8。
それでも造船業はGDPの5%を稼ぐ非常に重要な産業であり、 この国の輸出
総額の11%以上を占めている(Buturac,et a12009,p.683)。造船業は12,000人
の労働者を雇用し、 さらに35,000人の雇用がこの産業と直接的に結びっいて
いると推定されている。6つの大規模造船所があるが、そのうちゥリャーニク
造船所(プー ラ)だけが利益をあげている。この造船所は、特殊用途の船舶
の建造を志向し、 高度の技術開発と従業員数の合理化で成果をあげたと言わ
れる (Kersan-Skabic,2009,p.386)。
残りの造船所は赤字で、政府の補助金によって支えられてかろうじて操業
を続けてきた9。国家の支援(補助金および国家保証)の対GDP比は2006年に
は0.88%、 2007年には0.84%であった。 EUは加盟国の造船業を、 ダンピング価
格を提示するような不正競争から守るため、そして、現在の条件で競争力を
もちうる分野で造船業のレベルを維持するために、 ヨーロッパの造船業に対
する国家支援をある程度許容してきた。 1990年の欧州委員会の指令は、 造船
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業の国家支援の形態を明示している。2種類の国家支援、すなわち生産のため
支援(操業支援)とリストラチャリング(事業再構築)支援が存在する。生
産のための支援は、 支援を得る前の船舶の契約価格のパ セーンテー ジとして
定められ、 その上限は、 EUにおいて最も競争力のある造船所と極東の3つの
競争相手との比較によって設定される (Kersan-Skabic,2009,p.381)。
Euは特定の産業に向けられる垂直的支援よりもむしろ水平的支援を奨励し
ている。クロアチアのEU加盟交渉は2005年に始まり、2011年6月末に終結し
た。 造船所の民営化は、 市場競争の章に関する交渉開始のための前提条件で
あった。ポーランドの2つの造船所(グディニアとシュチェチン)が、E U加
盟後に政府から受け取つた補助金を返還するよう欧州委員会によって指示さ
れたという事実 (Kersan-Skabic,2003,p.384) は重要な前例である。
世界的に、 造船業の生産能力は過剰である。 くゎえて、 韓国がかって安い
労働コストを武器に受注を急速に増やし、近年、中国が同様に受注を急速に
増やしている。 2003年に欧州委員会は、 2015年までのEUにおける造船業のた
めの発展戦略である重要な文書LeaderShip2015を発表した。 これは、 世界の
造船業で生き残るために、 複雑で高価な船舶 (旅客船および専門化した船
舶) の 分 野 に お い て リ ー ダ のー地位を維持する必要性を指摘している
(European Commission,2003)。
2009年7月半ば、政府は、 ウ リ ャー ニク造船所にっいて特別なモデルを準備
しながら、 5つの造船所をそれぞれ1クー ナで売却すると決定した。 欧州委員
会 が 、 ウ リ ャ ニーク造船所のための特別なモデルを承認した後、政府は、株
式全体の59.35%は1株300クーナで売却し、 25%は特別な条件で従業員に売却
するために留保するというゃり方でこの造船所を民営化することを提案した。
赤字の5つの造船所はそれぞれ1ク ナーで売却されることになっているとはい
え、 これらの造船所が累積債務、 融資の義務およびリストラ計画を抱えてい
るので、 買い手が支払わなければならない実際の価格は2000万ないし4000万
ユーロにのぼると推定された(Kersan-Sk bic,2003,p.390)。グローバル金融
危機とその後の不況のなかで、 買い手を見つけることは困難であった'°。
2011年12月9日にクロアチアのEU加盟条約 (Delegation,2011) が調印され
たが、 この条約の付属文書8(Annex Vm) にはクロアチアの造船業のリスト
ラクチャリングに関するクロアチア政府の公約が載つている。 その要旨は次
のようなものである。クロアチアは、競争入札プロセスに基づく民営化を通
じて、赤字の造船会社のリストラを実施する。2006年5月1日以来これらの会
社が受け取つた国家補助金はリストラ支援と見なされる。 生産能力を2011年6
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月1日のレベルと比較して21%縮小する。 造船会社は、 民営化契約の調印の日
から少なくとも10年間はいかなる救済支援もしくはリストラ支援も受けては
ならないとぃうものである。
5 -2 知識ベースの製造業育成の必要性
以上のように、 クロアチアの造船業は生産能力を限定された。それゆえ、
この国は造船業に全面的に頼つて経済発展をはかることはできない。 リ ス ト
ラをすれば当然、大量の人員削減もおこなわれることになる。 この国はいま
まで造船業および関連産業で培つた技術を製造業の新たな分野で活かすこと
が求められている。前述のように、この国における労働コストはすでにかな
り高く、 したがって、労働集約的産業の分野でアジア諸国と競争することは
非常に困難である。長期的には、その他の製造業、とりゎけ知識ベースの製
造業を育て、 発展させる以外に道はないであろう。 それが具体的にはどのよ
うなものであるかは筆者にはわからない。それは実践の中でクロアチアの企
業家によって見出されるであろう。長期的には、 知識ベースの製造業の育成
に備え、教育・技能レベルの向上に力を入れることも必要であろう。クロア
チア政府が将来どのような方向で経済を発展させようとしているのかを知る
ために、次に、 「経済回復プログラム」を見てみよう。
6 経済回復プログラム
2010年4月に発表された 「経済回復プログラム」 (Vlada,2010) はわずか27
ページの簡潔なものであるが、 短期の政策と中長期の政策を含んでいる。 ま
ず 「プログラム」は冒頭で、政府は、企業家精神を刺激するような環境を作
りながら、経済発展を促進することができるだけであり、民間のイニシャ
ティヴと責任にとって代わることはできないと強調し、 「われわれは自分た
ちの考え方と習慣を変えなければならない」 と国民に呼びかけている。 短期
の政策としては、 「プログラム」 は財政再建と公務行政の合理化を提案して
いるだけで、とくに目新しぃものはない。以下、国際競争力強化の観点で、
内容を整理して紹介しよう。
①一般的に、競争力強化の方法の一つとして通貨の切り下げがあるが、クロ
アチアが自国通貨クー ナの切り下げを採用することは非常に困難であろう。
家計へのローンの90%および企業へのロー ンの4分の3は外貨建てである。 も
しクー ナが切り下げされるとなると、外貨ローンの額は自国通貨(クー ナ)
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に換算すると增加する''。 この点では、 クロアチアの立場は2009年にラトヴィ
アが直面したジレンマと類似している。国民通貨(ラット)の(対外的)切
り下げの代わりに、ラトヴィアは、 「内部的」切り下げ、すなわち賃金と年
金を削減し、単位労働コストを引き下げることを選んだ'2。同様に、 「経済回
復プログラム」は、 「内部的切り下げ」を、この言葉に言及することなく、
提案している。 公共セク夕一における労働者の数の5%削減、 その賃金総額の
10%削減を提唱していることはその表れである。
②民営化の推進。政府は、残つている国営企業(クロアチア電力、クロアチ
ア保険、クロアチア鉄道等のような大企業はまだ国家の手中にある)を民営
化する計画を準備する。
③経済の活性化。 経済への国家介入は縮小され、 民間人の起業が奨励される。
民間セクター が最大限参加する新しぃ投資サイクルが開始される。投資プロ
ジェクトは、1)エネルギー (再生可能エネルギー が重視される)、2)環境保
護、3)教育と医療、4)農業と權概、5)インフラ、を重視して奨励する。プ
ロジェクトは何よりもまず民間資本とEUの基金からの資金によってまかなわ
れ、 比較的小さな額が公企業を通じて資金供給される。 経済発展を促進する
ために、 政府は技術移転の促進と競争力強化に向けて努力する。 政府は、
FDIを誘致するために努力してきたが、 これ以後、 政府は投資への障壁を取
り除き、 積極的にFDIを誘致するためにいっそうの努力をする。 「プログラ
ム」 はこれ以上具体的には論じていなぃが、 現在のユーロ圏の信用不安を考
慮すると、EU諸国からFDIが大幅に増えるとは予想しにくぃ。 この国がもっ
地理的優位性からすれば、 むしろアラブやアジアの国々からのFDIの方が有
望かもしれない。というのは、背後にハンガリー、チェコ、スロヴァキア、
オーストリアという内陸国が控えているからである。この国はアドリア海沿
岸によい港(とりゎけ、リェカ)を持つているので、港湾、鉄道、道路のイ
ンフラを整備すれば、 これらの国々の中近束やアジアとの貿易の中継基地と
してますます大きな役割を果たし、 それにより経済発展を加速することがで
きるかもしれなぃ'3。
④労働市場。北欧諸国でしばしば論じられているフレックセキュリティとい
う用語がこの分野で用いられている。それは、労働市場がより柔軟なものに
される(すなわち、労働者の解雇がより容易にされる)が、同時に、解雇さ
れた労働者が新しぃ仕事に就くのをもっと容易にするという概念である。 失
業した人々ならびに生産人口のうち不活発なカテゴリーが新たな分野で就職
するために、彼らに自分の能力と資格を改善するよう奨励することに力点が
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置かれる。
⑤社会保障。この国の労働参加率(2003年には50.2%、男性58.1%、女性
43.4%)ならびに就業率(2004年には54.7%、男性61.3%、女性47.8%)はEU
平均(2008年の労働参加率は、EU-27の平均で65.9%。2004年の就業率は
EU -15の平均で64.7%。)と比べると、それぞれ15ポイントと10ポイントも低
い(小山、2010b、19頁)。政府は、これらの割合を高めることを目指してい
る。人口動態上の問題も存在する。この国も高齢化社会になりっつある。平
均寿命が延び、同時に、出生率は低下しっつある'4。何らかの措置がとられな
ければ、 年金制度は近い将来破綻するであろう。 労働参加率と就業率を向上
させることは、財政の観点だけでなく、国際競争力の観点からも重要である
と思われる。
⑥不十分な産業政策。新しぃ投資サイクルの説明では、 「プログラム」は、
民間資本とEUの基金からの資金等、 ならびにFDIしか言及しておらず、 具体
性を欠いている。 双子の赤字とぃう問題、 すなわち経常収支の慢性的赤字と
財政赤字があるので、政府が財政資金に頼ることができないことも理解でき
る。 それでも、 「プログラム」が提案する産業政策が不十分だとぃう印象は
残る。
7 結論
1989̃90年の体制転換以後、 他の中束欧諸国と同様、 クロアチアは新自由
主義的なワシントン・コンセンサスに従い、貿易、資本の移動および金融を
自由化した。 社会有企業の民営化が実施されたが、 そのプロセスは不透明で
あった。 民営化もFDIもこの国の製造業の国際競争力を強化しなかった。 FDI
は大部分、金融セク夕一、不動産、電話通信、等に向かった。消費主導で、
外資依存の経済発展は、 外的なショックに対する脆弱性をますます高めた。
この国の経済が2008年のグローバル金融危機によって大きな打撃を受けたの
は、以上のような事情による。対外債務は2008年にGDPの100%近くに達した。
競争力を損ねるような消費主導の経済発展モデルは持続不能であり、転換が
追られている。
第二のギリシャになる危険性を避けるために、製造業を発展させることは
非常に重要である。 Euに加盟したので、 この国はもはや造船業に補助金を出
すことができないし、生産能力も縮小を余儀なくされた。いままで造船業お
よび関連産業で培つた技術を製造業の新たな分野で活かすことを求められて
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いる。 労働コストはすでにかなり高く、 したがって、 クロアチアが労働集約
的産業の分野でアジア諸国と競争することは非常に困難である。 それゆえ、
より技術集約的で、 知識ベースの産業を発展させることが求められている。
この国は、 その製造業の輸出競争力を高めるよう求められている。 「プロ
グラム」は、国民にしばらく耐乏生活を受け入れるよう要求している。 「プ
ログラム」 はまた雇用、 生産および輸出を增やす必要性を強調している。 問
題は、どの分野で雇用を増やすかである。 「プログラム」は、経済活動への
国家介入を減らしながら、 政府が、 起業を奨励し、 長期的な効果をもっ民間
セク夕一主導の新たな投資サイクルを開始することを強調しているが、 これ
は容易ではない。 新自由主義が許容する以上に活発な政府介入が必要となる
かもしれない。
注
1 Astrov,eta1(2013).
2 本論文の基本的内容は2011年末に書き終えたが、2013年5月に最新のデ一夕を取
り入れて加筆して国際経済学会春季大会(6月9日、於福岡大学)で発表した。そ
の後11月に再度加筆した。
3 ポー トフォリオ投資は、株式もしくは投票権の10%未満の、非居住者による居住
者企業の株式の購入および居住者による非居住者企業の株式購入である。
4 ザグレブ財政研究所のヴクシッチ(Vuksic2009)は、1999年から2007年にかけて
の国際収支のデ一夕を検討し、純誤差脱漏(NE0)の額が大きく、 しかも毎年同
じ記号をもっのは不自然だと見ている。彼はさらに四半期ごとのデ一 夕を検討し、
プラスのNE0のかなりの額が毎年第3四半期(つまり、観光業の最盛期)に記録
されてきた (それは2006年と2007年に20億ユー ロを超えた) ことを見出している。
彼は、 これは外国人観光客からの収入としてクロアチアに流れ込んだ記録されな
い外国の現金だと推測している。
5 世界銀行は、一国が「重債務国」であることの基準を、債務対GDP比が80%を超
えるか、 または債務の対財・サー ビス輸出比が220%を超えるかのいずれかである。
いずれか一つの条件で十分であるが、 クロアチアの場合、 前者にあてはまる
(Vidovic and Gligorov,2006,p.23)。
6 クロアチアにおける民営化にっいて詳しくは、小山(2010a)を参照。
7 ュルチッチとヴォイニツチは、購買力平価に基づくレー トから為替レー トが乖離
している度合いを指数にして、為替レートはクロアチア経済にとって高すぎたと
論じている(Jurcic and Vojnic,2009,pp.766- 767)。クロアチアの通貨の実質実効
為替レー トの過大評価の程度は、 それの測定の方法により異なる。 マクロ経済バ
ランス・ ア プ ロー チによると、経常収支の持続可能なレベルと実際の経常収支と
の間のギャップを狭めるために、 5̃6%の実質実効為替レートの下方調整が必要で
あるという。対外持続性アプローチによると、クロアチアの実質実効為替レー ト
は 約 5 ̃ 1 1 % 過 大 評 価 さ れ て い る と い う  (IMF2010,Annex1.Assessing Croatia's
RealExchange Rate)。
8 このパラグラフの情報は以下による。wwwShipbuildingHistory.com
9 造船業は国家によって大いに支援されてきており、補助金は船舶の契約価格の
10%にものぼった。 累積の欠損は、 2006年2月の時点で、 7億1900万ユーロを超え
た(Croatian 〇nline,Wednesday Column- Croatia Business3:Shipbuilding PartOne,,
http://croatiaonline.b1ogspot.com/2006/02/wednesday-c lumn- croatia-business-3.htm1
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2010年12月5日アクセス)。
10 政府は、 6つの造船所の売却のための入札を2009年8月1日に発表した。 それ以来、
少しの前進が見られたが、 グローバル金融危機のせいで、 政府は売却に成功して
いなぃ (EEM,0ctober,December and other issues)。
11 IMF(2010)は試算を示している。 実質30%の減価の場合、 公的債務をGDPの44%か
ら58%へと増加させ、 対外債務をGDPの99%からl42%へと増加させるだろうとぃ
う (p.12)。
12 ラトヴィアの経済危機にっいては、小山(2010a)を参照。
13 ョシポヴィチ大統領は記者とのイン夕ビューで、クロアチアをアジアと欧州を結
ぶ物流拠点(リェカ港を利用した)に育てる方針を表明した(『日経新聞』2010
年10月16日付け)。
14 平均寿命は75.35歳であり、男性にっいては71.72歳、女性にっいては79.18歳であ
る。 出生率は1人の女性にっき1. 42人である (2009年の推定)。 http://www.
economywatch.com/economic-statistics/Croatia/Life_Expectancy_R te
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